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心身障害者扶養保険事業に関する検討会報告書（案）1

2

平成２９年●月●日3

4

はじめに5

心身障害者扶養保険制度（以下「扶養保険制度」という。）は、地方公共団体が実施6

する心身障害者扶養共済制度（以下「扶養共済制度」という。）を、独立行政法人福祉7

医療機構（以下「機構」という。）が再保険する制度である。扶養共済制度は、心身障害8

者の保護者の相互扶助の精神に基づき、保護者が生存中掛金を納付することにより、9

保護者が死亡した場合などに障害者に終身年金を支給する任意加入の制度である。10

扶養保険制度は、１９７０（昭和４５）年の創設以降、社会情勢の変化等を踏まえ、必要11

な見直しが行われてきたところである。12

主な見直しの経過としては、１９９６（平成８）年に、従来の加入者や年金受給者の年13

金給付に必要な費用の不足に対して、保険料の引上げ、過去の保険料納付不足分に14

ついて、２０１５（平成２７）年度まで、国及び道府県・指定都市で４６億円ずつ負担する15

等の措置が講じられた。さらに、この見直し以降、運用利回りの低下、障害者の受給期16

間の長期化に伴う受給額の増加等により、年金給付に必要な費用に積立不足が生じた17

ため、２００８（平成２０）年４月から、保険料を引き上げるとともに、公費投入の期間を２０18

５０（平成６２）年度まで延長する等の措置を講じている。このような見直しの経緯を踏ま19

え、扶養保険制度を長期にわたって安定的に維持していく観点から、国においては少な20

くとも５年ごとに保険料水準等の見直しを行うこととしており、「独立行政法人福祉医療21

機構の達成すべき業務運営に関する目標（目標期間：２０１３（平成２５）～２０１７（平成22

２９）年度）」（以下「中期目標」という。）においてもその旨が明記されている。23

24

（参考）25
独立行政法人福祉医療機構中期目標（２０１３（平成２５）～２０１７（平成２９）年度）（抜粋）26

27
７ 心身障害者扶養保険事業28

（１） 財政状況の検証29
扶養保険事業の安定的な運営を図り、将来にわたり障害者に対する年金給付を確実に行う30

ため、毎年度、扶養保険事業の財政状況を検証するとともに、加入者等に対し公表すること。31
なお、国においては少なくとも５年ごとに保険料水準等の見直しを行なうこととしていることから、32

基礎数値等見直しに必要な情報を提供するとともに、将来的に当該事業の安定的な運営に支33
障が見込まれる場合には、厚生労働大臣に対しその旨申出をすること。34

35

このため、本検討会では、次期中期目標（２０１８（平成３０）年度～２０２２（平成３４）36

年度）の策定に先立ち、幅広い観点から財務状況等について検討を行ってきたが、その37

結果について、以下のとおり、取りまとめたので報告する。38

39
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１．扶養保険制度の現状1

扶養保険制度の加入者数は、年々減少しており、２０１６（平成２８）年度末時点にお2

いて４５，３５３人であり、２口加入分を含めた延べ人数は６７，０２５人となっている。加3

入者の平均年齢は、２００７（平成１９）年度末において６７.３歳であったものが、２０１６4

（平成２８）年度末には７３．２歳と高くなっており、平均加入期間についても同様に、２０5

０７（平成１９）年度において３０年２か月であったものが２０１６（平成２８）年度には３６年6

と長くなっている。7

一方で、年金受給者数は年々増加しており、２０１６（平成２８）年度末時点において４8

６，５６８人であり、２口加入分を含めた延べ人数は５５，７５４人となっている。年金受給9

者の平均年齢は、２００７（平成１９）年度末において５４．３歳であったものが、２０１６（平10

成２８）年度末には６０．０歳と高くなっている。また、平均受給期間は、２００７（平成１９）11

年度に１４年１か月であったものが２０１６（平成２８）年度には１８年３か月と４年２か月伸12

びており、これに併せ、一人当たりの生涯平均受給額も約３３８万円から約４３８万円と13

約１００万円増加している。14

収支状況については、２００８（平成２０）年度において保険料及び公費の収入（１４６15

億円）が年金給付金等の支出（１２０億円）を上回っていたが、この間の加入者の減少16

及び年金受給者の増加に伴い、２０１６（平成２８）年度には保険料及び公費の収入（１17

２０億円）を年金給付金等の支出（１３５億円）が上回っている。18

２０１６（平成２８）年度末時点の財政状況については、扶養保険制度の運営を行って19

いる機構において、年金資産（７４１億円）は年金受給者に対して将来支給する年金の20

現価相当額（２，００９億円）から現在予定されている２０５０（平成６２）年度までの公費21

負担現価（１，２３８億円）を控除した２０１６（平成２８）年度末時点において有しているべ22

き責任準備金（７７１億円）を３０億円下回っており、繰越欠損金が生じている。23

また、国、機構及び地方公共団体において、扶養共済制度の広報啓発のための各24

種の取組を実施している。25

国及び機構においては、扶養共済制度の広報啓発のため、パンフレット・リーフレット26

の地方公共団体等への配布、特別支援学校等へのポスター掲載依頼や「民生委員・27

児童委員必携」への制度掲載等の取組みを実施している。28

また、地方公共団体においては、独自にリーフレットを作成し、身体障害者手帳等の29

申請の際に配布する取組や、市町村窓口職員に対して扶養共済制度に関する研修を30

実施する取組等を実施している。31

なお、２０１６（平成２８）年度の新規加入者数は３３１人（口数追加のみ（２口目の加32

入）の者を除く）、２口加入分を含めた延べ人数は５００人（口数追加のみ（２口目の加33

入）の者を含む）であった。口数追加のみ（２口目の加入）の者を除く新規加入者の平均34

年齢は、加入者において４９．０歳、扶養されている障害者において１４．９歳となってい35

る。36
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２．扶養保険制度の見直しについて1

（１）見直しの基本的な考え方2

扶養保険制度について、単に財政的な観点から判断するべきものではなく、扶養3

保険制度が受給者及び加入者に対して果たしている役割についても十分考慮する必4

要がある。5

すなわち、扶養保険制度は任意加入の制度であり、公的所得保障の上乗せとして6

の役割を果たしているものである。また、現在の積立金の状況にかんがみれば、財政7

的には引き続き相当規模の追加的な費用が必要となる。しかしながら、受給者につい8

ては、既に保護者が亡くなり年金の受給権が発生しており、受給者の生活資金の一9

部になっていること、既加入者については、保険に入っていることで保護者が亡くなっ10

たとしても年金を受給できると期待していることを踏まえた対応が必要である。11

したがって、現行の制度の枠組みを基本としつつも、現在の経済状況を踏まえ、長12

期にわたって安定的に持続可能な制度とすることが適当であり、扶養保険制度は、13

終身年金だが、賦課方式である公的年金とは異なり、積立方式であることを考慮した14

上で、現在ある積立不足に対応する措置を講ずるだけでなく、新たな積立不足の発15

生に対して早期に対応できるようにするための検証を行うべきである。16

17

（２）死亡率及び運用利回りの検証18

ア．死亡率19

死亡率については、原則として直近の実績に基づき設定したものを用いることが適20

当である。但し、障害者死亡率については、簡易生命表や他の制度における変化と21

は異なる動きとなっていることや死亡率を推計する際に用いることができるデータ数を22

考慮すると、２００３（平成１５）～２００５（平成１７）年度実績を用いることも必要であ23

る。24

なお、公費による財政支援が始まった１９９６（平成８）年改正後も障害者受給期25

間の長期化による受給額の増加等により、２００８（平成２０）年改正検討時には新た26

な積立不足が生じていた。平均受給期間は予定より伸びる可能性があることから、短27

期的な死亡率の変化のみによって今後の財政状況を判断することは難しいものと考28

える。29

30

イ．運用利回り31

扶養保険制度は、賦課方式である公的年金とは異なり、積立方式であるため、運32

用におけるリスクは公的年金より小さくせざるを得ないものと考える。仮に、運用による33

損失が生じた場合、保険料の引上げや年金額の引下げ等が必要となるため、長期的34

な観点から安定的かつ効率的な運用を行うことが重要である。35

保険収支の運用利回りについては、安定した実績を踏まえ、１．５％を維持すること36
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が適当である。1

年金収支の運用利回りについては、機構における運用がリスクを抑えたものとなら2

ざるを得ないことや標準利率が本年４月に０．２５％へと引き下げられるに至った経済3

状況も考慮すると、一定の幅はあり得るが、運用利回りを現行の２．８％から保険収4

支と同じ１．５％に引き下げることが妥当と考える。5

6

（３）具体的な見直し案7

財政収支の見通し等を作成するに当たり、基礎率は直近の実績を基本としつつも、8

障害者死亡率については２通り（①２０１２（平成２４）～２０１６（平成２８）年度実績、9

②２００３（平成１５）～２００５（平成１７）年度実績）、運用利回りについては３通り（A：10

保険収支１．５％、年金収支２．８％、B：保険収支、年金収支ともに１．５％、C：保険11

収支、年金収支ともに０．２５％）を用いた（別紙）。12

（２）の検証結果を受けて、財政収支等の見通し等を見ると、以下の見直し案が適13

当である。なお、２００７（平成１９）年度以前に加入した加入者又は年金受給者（２０14

０８（平成２０）年度以降の口数追加に係る分を除く。）（以下「２００７（平成１９）年度15

以前加入者」という。）には１９９６（平成８）年改正以降、公費による財政支援が行わ16

れていることから、見直し案についても２００８（平成２０）年度以降に加入した加入者17

又は年金受給者（２００８（平成２０）年度以降の口数追加に係る分を含む。）（以下18

「２００８（平成２０）年度以降加入者」という。）と２００７（平成１９）年度以前加入者と19

に分けて示す。20

ア．２００８（平成２０）年度以降加入者21

２００８（平成２０）年度以降加入者については、積立不足が生じる見込みがないこ22

とから、現時点においては保険料及び年金給付等の水準を維持することが適当であ23

る。24

但し、運用利回りが低迷した場合には、積立金の枯渇が生じ得ることから、保険料25

及び年金給付等の水準の見直しの検討を行う必要がある。26

27

イ．２００７（平成１９）年度以前加入者28

国は、地方公共団体が実施する扶養共済制度に関する条例準則等を提示するな29

ど、制度の安定的な運営に関し、障害者の福祉を増進する立場から一定の役割を果30

たす責任がある。また、地方公共団体は、扶養共済制度の実施主体として条例に基31

づき心身障害者に対し年金を支給する責任を有している。１９９６（平成８）年の見直32

しにおいては、このような考え方のもとに公費の投入を行ったところである。33

但し、扶養保険制度は任意加入の制度であり、給付に必要な費用は加入者本人34

の保険料で賄うことが基本であることから、公費投入については、既加入者について35

一定の配慮をした上で、制度を長期にわたって安定的に運営するために必要な最低36
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限度の額とするべきである。1

以上の考え方を踏まえ、２００７（平成１９）年度以前加入者については、現時点に2

おいては保険料及び年金給付等の水準を維持し、障害者死亡率に２０１２（平成２４）3

～２０１６（平成２８）年度実績を用いた場合には公費投入期間の短縮（２０１８（平成4

３０）～２０４６（平成５８）年度：９２億円、２０４７（平成５９）年度：３４億円）又は公費5

投入額の減額（２０１８（平成３０）～２０４９（平成６１）年度：８５億円、２０５０（平成６２）6

年度：４０億円）となるものの、障害者死亡率に２００３（平成１５）～２００５（平成１７）7

年度実績を用いた場合には公費投入期間の延長（２０１８（平成３０）～２０５３（平成8

６５）年度：９２億円、２０５４（平成６６）年度：６９億円）又は公費投入額の増額（２０１9

８（平成３０）～２０４９（平成６１）年度：１０１億円、２０５０（平成６２）年度：５４億円）と10

なる。11

また、公費投入額を現行と同じ毎年度９２億円としても、当分の間、年金収支にお12

ける積立比率は低下が見込まれ、運用利回りが低迷した場合には年金収支における13

積立比率が０．０４程度（２０４５（平成５７）年度末）まで低下することが見込まれる。さ14

らに、公費投入額を毎年度８５億円とした場合には、年金収支において公費投入期15

間中である２０３７（平成４９）年度に積立金が枯渇することが見込まれる。収支状況16

を見ると、年金給付金等の支出と保険料収入との差額は、拡大を続け、障害者死亡17

率に２０１２（平成２４）～２０１６（平成２８）年度実績を用いた場合には２０２９（平成４18

１）年度（１４８億円）に、障害者死亡率に２００３（平成１５）～２００５（平成１７）年度19

実績を用いた場合には２０３０（平成４２）年度（１６０億円）にそれぞれピークを迎える20

見込みである。これらに加え、運用環境については低金利が継続していることから、公21

費投入額の減額については慎重に判断すべきである。22

また、各地方公共団体の負担は、２００７（平成１９）年度以前加入者について、２０23

１７（平成２９）年度末の各地方公共団体の加入者数・受給者数（延人員）按分をベ24

ースに、必要に応じて、各地方公共団体の負担額の増減を緩和する観点から現行の25

按分による負担額との差分を１／２とすることが適当である。26

27

３．今後の運営のあり方28

扶養保険制度を長期にわたって安定的に維持していく観点から、以下の（１）及び（２）29

に加え（３）にも留意して今後の運営を行うべきである。30

（１）定期的な検証と見直し31

扶養保険制度の安定的な運営を図り、将来にわたり障害者に対する年金給付を32

確実に行うため、毎年度、積立比率も用いて財政の健全性を検証し、その結果を公33

表するものとし、その検証結果を踏まえ、少なくとも５年ごとに、保険料水準等につい34

て、社会経済状況に即した適宜適切な見直しを行う。35

36
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（２）資金の運用・管理1

健全な財政状況を確保するため、資産運用については不断の努力を続ける必要2

がある。特に、年金資産の運用については、長期的な運用利回りが財政に与える影3

響が大きく、また、財政状況を早期かつ着実に安定化させる必要があることから、安4

定的かつ効率的に運用するべきである。具体的には、年金収支における財政見通し5

の前提である運用利回りを確保するため、長期的に維持すべき資産構成割合を定め、6

運用におけるリスク管理を行う。7

8

（３）広報9

扶養共済制度については、加入者や障害者本人から、親亡き後、障害者本人が10

障害基礎年金に加え、２万円の支給があることは、安心感があるという声がある。この11

ように、扶養共済制度は、障害者の生活の安定と福祉の増進に資するとともに、障害12

者の将来に対し保護者の抱く不安の軽減につながるものと考えられる。13

このため、国、地方公共団体及び機構においては、加入者数が減少傾向にあるこ14

とも踏まえ、新規加入の促進に向けて、広報の取組みを一層充実させていくことが重15

要である。16

また、口数追加のみ（２口目の加入）の者を除く新規加入者の約７割が２０歳未満17

の障害児を扶養する保護者であることから、２０歳未満の障害児を扶養する保護者18

に対して重点的に広報を行うことや、税制上の優遇措置等のメリットをわかりやすく伝19

えていくことがポイントであり、効果的・効率的に広報を行うことが重要である。20

このようなことから、本検討会としては、例えば、次のような取組みを提案する。21

22

○ 広報ツールを活用した障害者行政窓口での周知の促進23

国及び機構は、地方公共団体が独自でリーフレットを作成する際の参考となる「扶24

養共済制度が担うべき役割、税制上の優遇措置等のメリットをわかりやすく紹介した25

リーフレット」のひな形や、扶養共済制度の紹介のポイントに着目した「制度の案内の26

際の手引き」を作成し、地方公共団体に配布することにより、障害者行政窓口にお27

ける周知を促進すること。28

29

○ 障害者やその保護者が利用する様々な制度を活用した広報30

国及び機構は、障害者の相談支援事業所、児童発達支援事業所、放課後デイ31

サービス事業所等の関係機関に対して、リーフレットやポスター等を活用した周知の32

協力を求めること。なお、障害者やその保護者は、障害福祉だけでなく、児童福祉、33

母子保健、医療等多岐にわたる制度を利用することから、このような制度を通じて34

広報を行うことも効果的である。35

36
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○ 利用者の視点に立った情報発信1

障害者団体や家族会等と連携し、利用者の視点に立って、扶養共済制度のメリッ2

ト等を情報提供すること。3

4

○ インターネット及びモバイル等の活用5

インターネットやスマートフォンが普及したことから、関係団体等と連携し、各種メデ6

ィアを活用した広報を行うこと。7

8

おわりに9

今後とも、扶養保険制度の円滑な運営が行われるよう、本検討会の検討結果を踏ま10

え、国は、地方公共団体や機構を始めとする関係者と協力し、所要の取組みを行うよう11

期待する。12

来年度から施行される第４期中期目標期間においても、将来にわたり障害者に対す13

る年金給付を確実に行うため、運用環境と事業を取り巻く環境変化に対応できるよう、14

定期的に、扶養保険資金の運用に関する基本方針の見直しの検討や事業の財政状況15

の検証等を行い、また、障害者及びその保護者等に対して制度の周知を図りながら、引16

き続き事業の適正な実施に努めることを求める。17


